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市第15号議案 

   横浜市斜面地における地下室建築物の建築及び開発の制 

   限等に関する条例及び横浜都心機能誘導地区建築条例の 

一部改正 

 横浜市斜面地における地下室建築物の建築及び開発の制限等に関

する条例及び横浜都心機能誘導地区建築条例の一部を改正する条例

を次のように定める。 

   令和元年５月23日提出 

                 横浜市長 林   文 子 

横浜市条例（番号） 

   横浜市斜面地における地下室建築物の建築及び開発の制 

   限等に関する条例及び横浜都心機能誘導地区建築条例の 

一部を改正する条例 

 （横浜市斜面地における地下室建築物の建築及び開発の制限等に 

 関する条例の一部改正） 

第１条 横浜市斜面地における地下室建築物の建築及び開発の制限

等に関する条例（平成16年３月横浜市条例第４号）の一部を次の

ように改正する。 

第３条の次に次の１条を加える。 

（既存の建築物に対する制限の緩和） 

第３条の２ 法第３条第２項の規定により前条第１項の規定の適

用を受けない建築物について、大規模の修繕、大規模の模様替

又は用途の変更をする場合においては、法第３条第３項第３号

及び第４号並びに法第87条第３項の規定にかかわらず、前条第

１項の規定は、適用しない。 
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（横浜都心機能誘導地区建築条例の一部改正） 

第２条 横浜都心機能誘導地区建築条例（平成17年12月横浜市条例

第 116 号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「昭和25年政令第 338 号」の次に「。以下「令」とい

う。」を加える。 

 第３条の次に次の２条を加える。 

（既存の建築物に対する制限の緩和） 

第３条の２ 法第３条第２項の規定により前条第１項の規定の適

用を受けない建築物について、当該建築物の用途の変更を伴わ

ない大規模の修繕又は大規模の模様替をする場合においては、

法第３条第３項第３号及び第４号の規定にかかわらず、前条第

１項の規定は、適用しない。 

２ 法第３条第２項の規定により前条第１項の規定の適用を受け

ない建築物の用途を変更する場合で、用途変更後の別表第２第

１項に掲げる用途に供する部分の容積率が基準時（当該建築物

について、法第３条第２項の規定により引き続き前条第１項の

規定の適用を受けない期間の始期をいう。）におけるその部分

の容積率を超えないときは、法第87条第３項の規定にかかわら

ず、前条第１項の規定は、準用しない。 

（用途の変更に係る条例の規定が準用されない類似の用途の特

例） 

第３条の３ 令第 137 条の19第３項の規定により条例で指定する

第３条第１項の規定を準用しない類似の用途は、当該建築物が

別表第２第１項に掲げるいずれかの用途である場合において、

同項に掲げる他の用途とし、これら以外の用途の変更について
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は、法第87条第３項に基づき、第３条第１項の規定を準用する

。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

   提 案 理 由 

既存の建築物に対する制限の緩和等に関する規定の整備を図るた

め、横浜市斜面地における地下室建築物の建築及び開発の制限等に

関する条例及び横浜都心機能誘導地区建築条例の一部を改正したい

ので提案する。 
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 参  考  

   横 浜 市 斜 面 地 に お け る 地 下 室 建 築 物 の 建 築 及 び 開 発 の 制 

   限 等 に 関 す る 条 例 （ 抜 粋 ）  

                     上 段  改 正 案 
                    (下 段  現  行) 

 （ 既 存 の 建 築 物 に 対 す る 制 限 の 緩 和 ） 
 

第 ３ 条 の ２  法 第 ３ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 前 条 第 １ 項 の 規 定 の 適 用 
 

 を 受 け な い 建 築 物 に つ い て 、 大 規 模 の 修 繕 、 大 規 模 の 模 様 替 又 は 
 

 用 途 の 変 更 を す る 場 合 に お い て は 、 法 第 ３ 条 第 ３ 項 第 ３ 号 及 び 第 
 

 ４ 号 並 び に 法 第 87 条 第 ３ 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 前 条 第 １ 項 の 規 
 

 定 は 、 適 用 し な い 。 
 

 

   横 浜 都 心 機 能 誘 導 地 区 建 築 条 例 （ 抜 粋 ）  

                     上 段  改 正 案 
                    (下 段  現  行) 

 （ 定 義 ） 

第 ２ 条  こ の 条 例 に お け る 用 語 の 意 義 は 、 法 、 建 築 基 準 法 施 行 令 （ 

           。 以 下 「 令 」 と い う 。 
 昭 和 25 年 政 令 第 338 号           ） 及 び 都 計 法 の 例 に 
 

 よ る 。 

 （ 既 存 の 建 築 物 に 対 す る 制 限 の 緩 和 ） 
 

第 ３ 条 の ２  法 第 ３ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 前 条 第 １ 項 の 規 定 の 適 用 
 

 を 受 け な い 建 築 物 に つ い て 、 当 該 建 築 物 の 用 途 の 変 更 を 伴 わ な い 
 

 大 規 模 の 修 繕 又 は 大 規 模 の 模 様 替 を す る 場 合 に お い て は 、 法 第 ３ 
 

 条 第 ３ 項 第 ３ 号 及 び 第 ４ 号 の 規 定 に か か わ ら ず 、 前 条 第 １ 項 の 規 
 

 定 は 、 適 用 し な い 。 
 

２  法 第 ３ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 前 条 第 １ 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け な 
 

 い 建 築 物 の 用 途 を 変 更 す る 場 合 で 、 用 途 変 更 後 の 別 表 第 ２ 第 １ 項 
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 に 掲 げ る 用 途 に 供 す る 部 分 の 容 積 率 が 基 準 時 （ 当 該 建 築 物 に つ い 
 

 て 、 法 第 ３ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 引 き 続 き 前 条 第 １ 項 の 規 定 の 適 
 

 用 を 受 け な い 期 間 の 始 期 を い う 。） に お け る そ の 部 分 の 容 積 率 を 
 

 超 え な い と き は 、 法 第 87 条 第 ３ 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 前 条 第 １ 
 

 項 の 規 定 は 、 準 用 し な い 。 
 

 （ 用 途 の 変 更 に 係 る 条 例 の 規 定 が 準 用 さ れ な い 類 似 の 用 途 の 特 例 
 

 ） 
 

第 ３ 条 の ３  令 第 137 条 の 19 第 ３ 項 の 規 定 に よ り 条 例 で 指 定 す る 第 
 

 ３ 条 第 １ 項 の 規 定 を 準 用 し な い 類 似 の 用 途 は 、 当 該 建 築 物 が 別 表 
 

 第 ２ 第 １ 項 に 掲 げ る い ず れ か の 用 途 で あ る 場 合 に お い て 、 同 項 に 
 

 掲 げ る 他 の 用 途 と し 、 こ れ ら 以 外 の 用 途 の 変 更 に つ い て は 、 法 第 
 

 87 条 第 ３ 項 に 基 づ き 、 第 ３ 条 第 １ 項 の 規 定 を 準 用 す る 。 
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